
平成28年熊本地震による被災企業に関する有価証券上場規程の特例 

 - 1 - 

   平成28年熊本地震による被災企業に関する有価証券上場規程の特例 

（平成28.5.31制定） 

 

（目 的） 

第１条 この特例は、平成28年熊本地震により被災した新規上場申請者及び上場会社（外国会社を除く。以下

この特例において同じ。）について、有価証券上場規程の特例を規定する。 

２ この特例に定めのないものについては、有価証券上場規程の定めるところによる。 

 

（株券上場審査基準の特例） 

第２条 新規上場申請者（株券上場審査基準第４条第１項第８号ｃ又は同基準第６条第１項第４号ｂに適合し

ない者に限る。）が、株券の上場申請を行うときにおける虚偽記載又は不適正意見等の取扱いは当取引所が

定める。 

２ 前項の規定は、セントレックスからの上場市場の変更審査について準用する。 

 

（上場株券の市場第一部銘柄から市場第二部銘柄への指定替え基準の特例） 

第３条 平成28年熊本地震に起因する特別損失の発生により、当該特別損失の発生した事業年度の末日に債務

超過の状態となった上場会社についての上場株券の市場第一部銘柄から市場第二部銘柄への指定替え基準第

２条第５号の規定の適用については、次のとおりとする。  

(5) 債務超過 

上場会社がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内に債務超過の状態でな

くならなかったとき。 

 

（株券上場廃止基準の特例） 

第４条 平成28年熊本地震に起因する特別損失の発生により、当該特別損失の発生した事業年度の末日に債務

超過の状態となった上場会社についての株券上場廃止基準第２条第１項第５号の規定の適用については、次

のとおりとする。  

(5) 債務超過 

上場会社がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、２年以内に債務超過の状態でな

くならなかったとき。 

２ 平成28年熊本地震に起因する特別損失の発生により、当該特別損失の発生した事業年度の末日に債務超過

の状態となった上場会社についての株券上場廃止基準第２条の２第１項第４号の規定の適用については、次

のとおりとする。  

(4) 債務超過 

上場会社がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合（上場後３年間において債務超過の状態と

なった場合を除く。）において、２年以内に債務超過の状態でなくならなかったとき。 

３ 平成28年熊本地震に起因する特別損失の発生により、当該特別損失の発生した連結会計年度（上場会社が

連結財務諸表を作成すべき会社でない場合には事業年度とする。以下この項において同じ。）における営業

活動によるキャッシュ・フローの額が正とならなかった上場会社についての株券上場廃止基準第２条の２第
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１項第４号の２の規定の適用については、次のとおりとする。 

(4)の２ 業績 

最近４連結会計年度（上場後３年以内に終了する連結会計年度又は平成28年熊本地震に起因する特別損

失の発生により、当該特別損失の発生した連結会計年度における営業利益及び営業活動によるキャッ

シュ・フローの額が負となった場合の当該連結会計年度を除く。）における営業利益及び営業活動による

キャッシュ・フローの額が負である場合において、平成28年熊本地震に起因する特別損失の発生により、

当該特別損失の発生した連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローの額が正とならなかっ

た場合の当該連結会計年度の期間を除いて１年以内に営業利益又は営業活動によるキャッシュ・フローの

額が正とならないとき。 

 

 

付  則 

１．この特例は、平成28年５月31日から施行する。 

２．第３条及び第４条の規定は、平成28年４月14日以後の日を事業年度の末日とするものから適用する。 

 

 


